平成２０年度第１回 福岡市国民健康保険運営協議会 議事録
１．日　時  　平成20年9月2日（火）  午後5時～午後6時30分
２．場　所    エルガーラ　中ホール
３．出席者　（18人中16人）
・公　益　代　表　　（6人中6人） 大石委員　中山委員　今林委員　井上委員　尾形委員　田川委員
・療養担当代表　　（6人中4人） 江頭委員　平田委員　山本委員　堀尾委員　
・被保険者代表　　（6人中6人） 安河内委員 島田委員 中野委員 杉委員 結城委員 田代委員
・市側            　　　　　　　　副市長　保健福祉局長　理事　保健医療部長　保険年金課長
国保収納対策担当課長 他
  （欠席者2人）
・療養担当代表　　宮﨑委員　小野委員 
４．議事事項
（１）本日の会議の議事録署名人の選出について
     会長指名により選出することへの全委員の賛同により
　　　・公　益　代　表　：　田川 委員
　　　・療養担当代表　：　山本 委員
    ・被保険者代表　：　 杉  委員  の３名を選出
（２）議題
１　会長・副会長の選任について
２　出産育児一時金の額の改正について（諮問）

３　福岡市国民健康保険の事業状況について（報告）
（議事要旨）
	事務局

（司会）

副市長

事務局

部長

（進行）

会長

副会長

会長

事務局
	・国民健康保険運営協議会委員の参加状況を報告
・国民健康保険運営協議会の定足数に達していることを報告

・あいさつ

・委員紹介

・事務局紹介

・議事録署名人選出

　全員の賛同により

　・公　益　代　表：田川委員

　・療養担当代表：山本委員

　・被保険者代表： 杉 委員　　の３名を選出

・議題１「会長・副会長の選任について」

　全員の賛同により

　・会会長：尾形裕也委員
　・副会長：大石修二委員を選任

・会長就任あいさつ

・副会長就任あいさつ

それでは議事に入りたいと思いますが、先ほどお話がありましたように、本日の会議は６時半までという予定でございますので、効率的な議事の進行にご協力をよろしくお願いしたいと思います。

それから議題に入ります前に、本会議につきましては原則公開ということにしております。本日も報道関係者等から傍聴の申し込みがございますが、原則どおり公開としたいと思いますが、いかがでございましょうか。
（　「異議なし」の声あり　）
ありがとうございます。それでは公開ということで進めていきたいと思います。

それでは早速、議事に入らせていただきます。今、議題（１）が終わりましたので、議題（２）「出産育児一時金の額の改正について（諮問）」ということでございますので、事務局からまず説明をお願いいたします。

会議資料の３ページをお開き願います。年内に健康保険法施行令が改正され、平成21年１月から出産育児一時金の額が改定される予定でございます。
これに伴い、本市国民健康保険事業におきましても同様の改正を行うことについて諮問するものでございます。
それでは、靍川副市長から尾形会長へ諮問書をお渡しいたします。


	副市長

事務局

会長

事務局
	・諮問書を会長へ手渡し

・諮問書読み上げ

ただいまの諮問の内容につきましては、後ほど事務局から改めて説明させていただきたいと存じます。

副市長は所用がございまして、ここで退席させていただきたいと存じます。

（　副市長　退席　）
それでは議事を続けたいと思います。

ただいま諮問書を頂戴しましたが、諮問に関する詳しい説明につきまして、事務局のほうからお願いいたします。
それでは会議資料の３ページをお開きください。議題２「出産育児一時金の額

の改正について」の諮問に関する説明をさせていだきます。

初めに、１の「提案理由」でございます。

健康保険法施行令が年内に改正され、平成21年１月１日から出産育児一時金の額が改正される見込みであるため、本市の国民健康保険事業においても同様の改正を行うものです。

次に、２の「改正内容」についてですが、給付額は現行の35万を同法施行令の改正に伴い、改正される出産一時金と同額とします。予定額は38万円です。施行期日につきましては、出産育児一時金の額は改定される同法施行令の施行日と同日でございます。予定施行期日は、平成21年１月１日でございます。

次に、３の「改正する理由」ですが、今回の同法施行令の改正により、出産育児一時金の額の改正が、本市市民の大半を占めるサラリーマンを中心とした被用者保険の被保険者に適用されるため、被用者保険と国民健康保険間の整合性を図る必要があるためでございます。

今回の健康保険法施行令の改正理由につきましては、下の段に記載しておりますように、平成21年１月１日に産科医療補償制度が創設されることによるものでございます。　
なお、厚生労働省は、年内には出産育児一時金の額を38万円に、また施行日を平成21年１月１日とした同法施行令を改正し、年内に公布するとしております。

４ページの下の段に、産科医療補償制度について記載しておりますが、この制度は病院等の単位で加入し保険料を負担することにより、患者や家族に補償を行い、産科医療の質の向上を図り、紛争の早期解決を図ることを趣旨とした制度でございます。




	事務局
会長
委員

事務局

委員

事務局

委員

事務局
	下の図はイメージ図でございます。患者は分娩費のほかに補償約款により病院に掛金相当額３万円を支払い、病院は運営組織に掛金を、運営組織は保険会社に保険料を支払います。分娩の際に事故等が生じた場合は、保険会社から運営組織を通じ、病院に支払われ、病院から患者や家族に対して補償金が支払われることになります。以上で説明を終わります。よろしくご審議をお願いします。
ありがとうございました。諮問の内容につきましては、ただいまのご説明のとおりでありまして、出産育児一時金の額を現行の35万円から38万円に３万円引き上げたいと。その理由等については、今お話があったとおり、健康保険法施行令の改正に伴うものということで、改正施行日は予定でございますが、平成21年１月１日からと、こういう内容でございます。
それでは、ただいまの事務局の説明に対しまして、何かご質問、ご意見等があれば承りたいと思います。
ただいま説明がありましたが、この出産育児一時金について、産科医療補償制度の検討を進められる中で盛り込まれたということですけれども、こういう論議がされる背景といいますか、出産にかかわる経費負担の問題なども論議されているのではないかと思いますが、教えていただければと思います。
出産時の医療事故で重い脳性麻痺になられた場合、患者及びそのご家族が分娩時の医師の過失を立証することは非常に難しいため、立証しなくても補償金を受け取る制度の必要性から、制度の創設に至ったものでございます。
そういう特定の場合に限定される給付金という意味ですか。
出産時の事故ということでございますので、特定されたものでございます。
私も勉強不足でよくわからないのですが、出産育児一時金という名称になっているのですが、手続的なものとか、要件をご説明いただけませんでしょうか。
これは厚生労働省に日本医療機能評価機構というところが報告をすることとなっておりますが、その内容および具体的な方法については、まだ私どもとしてはつかんでいない状況でございます。
ただ、制度といたしましては、金融庁が認可したということが昨日の日経新聞にも掲載されております。




	会長
事務局
	よろしいですか。ほかにご質問、ご意見等、いかがでしょうか。

それでは、ご質問、ご意見等ないようでございますので、今回のこの諮問でございますが、諮問どおりで問題がないようでございますので、出産育児一時金の額を健康保険法施行令の改正により改正される額に引き上げるということにつきまして、予定では38万円ということですが、諮問のとおりとしてよろしいでしょうか。

（　「異議なし」の声あり　）
ありがとうございました。皆様、賛成いただいたということで、そのように決定したいと思います。

なお、答申につきましては、後日行い、その内容を委員の皆様へご報告をさせていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは以上が、議題の（２）でございます。

次に議題の３番目でございますが、「福岡市国民健康保険の事業状況について」、これは報告でございますが、事務局から説明をお願いいたします。

それでは会議資料の５ページをお開きください。議題（３）「福岡市国民健康保険の事業状況について」、報告いたします。

まず１の「平成19年度国民健康保険事業特別会計決算見込」についてです。

（１）の「国保世帯及び被保険者数」ですが、世帯数は、19年度 262,866世帯で、前年度より 2,025世帯増加しております。被保険者数の総数は、19年度 448,940人で、平成3年度に減少して以来、連続して増加しておりました被保険者数が16年ぶりに前年度より 2,774人減少しております。

被保険者数の加入率は、平成19年度32.2％となっており、前年度より 0.5ポイント減少いたしております。

被保険者数の内訳及び構成比は、若人が 293,348人で 65.34％、退職が67,390人で15.01 ％、老人が88,202人で 19.65％の構成となっております。若人及び老人は減少いたしておりますが、退職については増加している状況でございます。

なお、老人につきましては、医療制度改革により平成20年度から後期高齢者医療制度に移行となっております。
また、過去の推移などにつきましては、別紙参考資料にまとめておりますので、ご参照ください。

次に、（２）の「医療費」についてでございます。

平成19年度の１人当たりの医療費は、福岡市が 455,551円で、全国平均の 
261,755円に比べ、約 1.7倍となっております。政令市の中では高いほうから５番目という状況でございます。


	事務局
	本市の区分毎の医療費ですが、若人が 240,497円、退職が 470,808円、老人は 1,160,481円と政令市で２番目の高さとなっております。

なお、医療費の推移については、別紙参考資料の３ページ、４ページに記載いたしております。

こういった中で医療費につきまして適正化に取り組んでおりますが、保険者として医療費の適正化を図るため、レセプト点検、これは内容点検、資格点検、第三者納付に関するもので、その効果額は合計欄の中に書いておりますが、８億 7,600万となっております。

このほかに保健事業といたしまして、被保険者の衛生・保健向上を目的にはりきゅう費助成事業等を実施いたしております。

６ページをお願いいたします。（３）の「保険料調定収入状況」について、説明いたします。

19年度の収納率は現年度分の一般分と退職分の合計でございますが、これが 
88.02％で、前年度に比べまして0.47ポイント上昇いたしております。

また、滞納繰越分についても合計で 10.81％、前年度に比べ0.88ポイント上昇いたしております。現年度分と滞納繰越分の合計の収納率についても 73.03％で、前年度に比べ 0.6ポイント上昇いたしております。

保険料の納付方法については、中ほどの表にありますように、口座振替と納付書を金融機関などに持ち込み支払っていただく自主納付がございますが、全体の収納額 357億 9,800万円のうち、口座振替による収納額の構成比が 64.59％と高い数字になっております。自主納付につきましては 35.41％でございます。

自主納付のうち、平成17年度に導入いたしておりますコンビニ収納の割合が納付の利便性から若い世代を中心に高くなっており、コンビニによる収納額が33億 7,900万円で9.44％と、前年度より約 1.5倍に伸びております。

７ページをお開きください。（４）の「保険料収納対策」について、説明いたします。

まず①で、18年度より収納率向上対策会議を設置し、保健福祉局と各区との連携を強化しております。

②ですが、平成19年度に国民健康保険料ご案内センターを設置し、民間のテレマーケティング会社に委託いたしまして、初期の滞納者に対して電話による納付勧奨を行っております。月の平均架電数、電話をかけた件数が11,019件で、相手と話すことができた接触件数が月に 3,879件となっております。
続いて③ですが、各区に滞納整理係を設置し、負担能力がありながら滞納を続けている、いわゆる悪質滞納者に対して滞納処分の強化を図っております。
滞納処分の実施件数は、平成19年度 828件で、金額は３億 9,900万円となっており、前年度を大きく上回っております。




	事務局
	④の被保険者更新時における資格証明書や短期被保険者証の活用状況についてですが、まず滞納世帯は、53,109世帯で、前年度より 2,599世帯減となっております。資格証明書及び短期被保険者証交付状況につきましては表のとおりでございます。

なお、滞納世帯数や、資格証明書等交付状況及び滞納処分状況の推移につきましては、別紙参考資料の９ページに記載いたしております。

このように収納対策をいろいろと講じてきたわけでございますが、その成果について説明いたします。

８ページをお開き願います。現年度の収納率でございますが、17年度 86.34％に対し、18年 87.55％で、前年度比1.21ポイント、19年度は 88.02％で、プラス0.47ポイントと上昇しております。

しかしながら、一般分収納率が90％未満の場合は、財政調整交付金が減額される制度となっております。減額率は前年度の一般分収納率に応じて決定され、９％減額された平成１８年度の減額額は８億 5,500万でした。19年度の減額率は平成18年度の一般分の収納率が85％を超えたことから７％へと減少し、減額された額は７億 1,200万円となっております。
また、18年、19年度と２カ年連続して収納率が上昇しておりますことから、財政調整交付金の減額の解除要件に該当いたしまして、18年度に減額された８億 5,500万円の２分の１の４億 2,800万円が特別調整交付金として交付されております。

以上のことにより、全体の決算状況でございますが、10ページをご覧ください。

10ページの中段ですが、⑹「収支の推移」の19年度の欄をご覧ください。19年度の①歳入額は 1,401億円余です。②の歳出額は 1,483億円余です。収支差の82億 8,500万が19年度の累積赤字額となります。単年度収支の20億 2,300万が19年度に新たに発生した赤字額です。
上段の円グラフの「平成19年度決算状況見込」をごらんください。右の円グラフは事業全体の歳出を示しております。歳出合計は 1,483億円余でございます。このうち保険給付費が 864億円余で 58.28％、老健拠出金が 297億円余で20.08％と医療費にかかるものが約８割を占めております。
ほかに介護納付金が64億円余で、4.37％、共同事業拠出金が 160億円余で 10.79％となっております。
これらの事業費を左の円グラフにあります歳入により賄っており、歳入合計は 1,401億円余となっております。その内訳は、保険料収入が 368億円余で 26.31％、国庫支出金が 395億円余で 28.21％、県支出金が60億円余で4.29％、一般会計繰入が 191億円余で 13.65％、療養給付費交付金が 229億円余で 16.40％、共同事業交付金が 152億円余で 10.91％となっております。


	事務局
	左の９ページをお願いいたします。この表は18年度の決算額と19年度決算見込額を比較したものでございます。一番下の⑤の合計の下に決算額収支を入れております。

18年度収支は累積で62億 6,163万 2,000円の赤字でございます。19年度は累積で82億 8,518万 8,000円の赤字でございます。19年度に発生いたしました単年度の赤字は20億 2,355万 6,000円となっております。
歳出額が歳入額を上回ったことにより赤字となっているわけでございますが、歳出が大きくなった主な要因といたしまして、高齢化の進展等に伴い医療費が大きく増加していることが挙げられます。

上段の①「一般被保険者医療給付費分」の歳出欄をごらんください。19年度の保険給付費は約 600億円で前年度に比べ約30億円の増でございます。老人保健拠出金は約 297億円で前年度に比べ約15億円の増でございます。どちらも５％を超える高い伸びとなっております。②「退職者被保険者等医療給付費分」の歳出欄の保険給付費は約 264億円で、前年度に比べまして30億円の増となっており、これも13％程度の高い伸びとなっております。

次に、歳入面ですが、１番目に保険料収入の低迷がございます。ここ２カ年収納率が上昇したものの、依然として低迷しております。特に①の「一般被保険者医療給付費分」の保険料収入は、約 267億円で前年度に比べ約３億円の増加にとどまっており、伸び率も 1.3％と保険給付費の伸びに比べ低いものとなっております。

２番目は国庫支出金ですが、19年度は５％を超える約18億円の増となっているものの、収納率が低迷していることによるペナルティを受け、交付金がカットされております。ペナルティによる国庫支出金のカット額は８ページで説明いたしましたように、７億 1,200万円となっております。

なお、福岡市に対する国庫支出金のカットは、平成９年度から行われておりまして、累積では約58億円となります。

以上が赤字の生じた主な要因と考えております。

11ページをお開きください。２「平成20年度の保険料について」ご報告いたします。

（１）の「保険料の推移」についてですが、平成20年度の医療分と支援分の保険料は、所得割料率が医療分9.68％、支援分2.81％、合計で 12.49％で、前年度に比べマイナス0.52ポイントとなっております。

被保険者均等割額が医療分22,187円、支援分 6,548円、合計28,735円で前年度と同額でございます。

世帯別平等割額は、医療分25,450円、支援分 7,767円、合計33,217円で前年度と同額でございます。

また、20年度の介護保険の保険料は所得割料率が3.40％で、前年度に比べマイナス0.16ポイントとなっております。
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	被保険者均等割額が 9,001円で前年度に比べ50円の減、世帯別均等割額が 7,429円で前年度に比べ 122円の減となっております。
続きまして、⑵の「保険料の特別徴収の実施について」説明いたします。

国保被保険者全員が65歳以上、75歳未満で構成される世帯の世帯主であって、なおかつ18万円以上の年金を受給している人に対して実施いたします。　　

ただし、国民健康保険料と介護保険料を合算した額が年金の２分の１を超える場合や、口座振替により納付が確実な場合は普通徴収とすることとしております。
実施については、平成20年10月からとしております。

13ページをお開きください。３の「特定健診・特定保健指導の実施状況」について、説明いたします。

特定健診・特定保健指導につきましては、法令により平成20年度から各保険者が被保険者及び被扶養者に対し健康審査及び健康保健指導を実施することとされております。
（２）の「本市での実施内容」でございます。平成20年５月から実施しております。実施機関は各区保健福祉センター、市健康づくりセンター、委託医療機関でございます。本人負担費用は 500円でございますが、市民税非課税者及び70歳以上の方は無料といたしております。

（３）に「実施計画」を掲げておりますが、平成24年度までに受診率65％とすることを目標といたしております。
（４）の「今年度の実施状況」は表のとおりでございますが、７月の時点で合計
6,507人の方が受診されております。今後とも受診率向上のため、受診勧奨通知及び啓発活動の強化に努めてまいります。

以上で、「国民健康保険の事業状況報告」を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

ありがとうございました。大変膨大な資料の説明でございましたが、ただいまの事務局からの事業報告につきまして、何かご質問等はございませんでしょうか。

基本的なところも含めて何点かお尋ねしたいと思います。先ほどの年齢区分で「若人」という表現がされたのですが、これは年齢でいえばどこで区切るのか教えてください。
資料の５ページの中段の点線枠内で「若人」「退職」「老人」に関する説明を入れております。お尋ねの若人については、退職、老人に該当しない被保険者でございます。老人は75歳以上でございますので、若人は退職に該当しない75歳未満の方となります。

それが区分でいえば若人ということになるわけですね。加入率についてですが、これも５ページに出ておりますが、18年度から19年度にかけては若干下がっておりますが、この理由については分析していますか。
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	老人保健医療の適用者は、従来は70歳以上でありましたが、平成14年10月より71歳、72歳と段階的に適用年齢が引き上げられ、平成19年の10月で現在の基準である75歳になっております。このため、適用年齢が年々引き上げられることにより、その適用者が年々減少しております。
国保は若者の加入割合が、昨今の不安定な就労状況により増えてくるということが考えられると思うのですが、今回、この加入率は下がっているということですが、トータルで見た場合に保険に入っていない、無保険者が増えているということは考えられませんか。

無保険者が増えているかということでございますが、原則的には社会保険から外れれば、自動的に国民健康保険の資格を有することになりますので、無保険者といいますか、手続が終了していない方というのは、市では把握しておりません。
どなたが会社をやめられたかという情報をつかめない状況の中では、今おっしゃっている手続をされていない方の数は把握ができません。
実態としてそのような方が増えていると言われているんです。本市においても特に若者の比率が高い都市でございますので、実態として国保に入れていない、こういう方々が増えているのではないかということも視野に置いて、実態調査などしていただけないものかと思うのですが、いかがなものでしょうか。

まずは社会保険をやめられるときに確実に国保に入っていただくよう、周知が必要になろうかと思います。そのような意味で社会保険事務所等を通じ、国保加入手続きについて周知をしていただくということが、まず私どもとしてできることではないかと考えております。社会保険庁につきましても、社会保険事務所に対しましても、周知を徹底していただくようにということでお願いをしているところでございます。
事業所からの周知ということですが、実際、何らかの理由で職場を離れられる、そういう方が経済的に困窮に陥る中で国保に加入すれば、後でまたお尋ねしますが、それ相応の保険料を支払わなければならないということで敬遠されて、とても払えないということで手続しないまま、そしてそういう方が病気になったら大変な状況になる、こういう実態も考えられると思いますので、市としても市民の医療を受ける権利をきっちりと保障するという点で探究いただきたいと思いますので、申し上げておきたいと思います。
それと、国保全体の本市における加入者の所得の階層、その傾向と国保料の滞納の状況はどのような分布になっているのでしょうか。
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	まず国保加入者の所得階層についてご説明します。国保全体で約 262,000世帯ですが、非常に所得の少ない法定減額に該当する世帯は、構成比でいきますと
約53％でございます。未申告者の方が約 7,800世帯、約３％程度でございます。

次に、所得100万円以下の世帯が約14,800世帯、約 5.6％程度でございます。
所得 200万円以下の世帯、これは約47,000世帯で約18％でございます。300万円以下の世帯、約25,000世帯でございまして、約 9.7％でございます。400万円以下の世帯が約9,500世帯、3.62％、 500万円以下の世帯が約4,800世帯で1.83％、500万円超が約12,000世帯、4.65％となってございます。

最後に所得階層別の滞納状況でございます。５月末の決算時点で約53,000世帯の滞納となっております。うち先ほど申し上げました所得の非常に低い、法定減額該当の方の滞納世帯は約23,000件程度、未申告世帯が 6,200件程度。次に多いのが 100万円から 200万円の世帯、10,700件程度。これは22％でございまして、所得の低い世帯の滞納が多い状況になっております。

実際に 200万円以下の所得のところが８割を占めているということで、滞納が圧倒的に低所得の方が多いという実態は基本的には変わっていないようですが、そのような中で収納率が 0.5ポイント上がったということですけれども、実際、本市の保険料は昨年度も本協議会でご審議いただいたと思いますが、全国一高いと言われている保険料ですけれども、そのような高さの中で払えない人が多い。その中で担当課も収納について努力されたのでしょうが、相当厳しい取り立てがあったのではないか。これは先ほどの差押えの額、件数ですね。これが約２倍に増えているということを見ても非常に感じるわけですが、厳しい取り立てをされていくとか、差押えされている中に低所得の方、実態として払えない方、こういう方々が含まれていないのかお尋ねしたい。

滞納処分の件でございますが、根拠法令といたしまして国税徴収法を準用しております。国税徴収法には、差押え禁止財産というのがございます。給与についても規定があります。国税庁もその規定により滞納処分をおこなっておりまして、国保だけがおこなっているわけではございません。

　一般論でいわれたのですが、18、19年度の差押えが7ページの資料で言えば448から828に増えているということなのですが、これはどういうことですか。
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	収納対策ということで、19年度に各区に滞納整理係を設置しております。
従来、財産調査が十分にできておりませんでしたので、収納確保のために財産調査を実施いたしまして、それによって滞納処分を行うことにより収納確保を図るということでございます。そういった中で件数が伸びてきているという状況でございます。
財産調査の中身はどのようにされているのか、というのはここに問題があると思うんです。実際払いたくても払えないという方が、分割納入のご相談が窓口でできるというようなことをあまりご存じなくて、後ろめたいながらも払えないでいたときに、突然「差押えしますよ」という通知が届くというようなやり方をされているでしょう。

滞納処分の執行に当たりましては、まず前提として、負担の公平さ確保という観点から、いわゆる悪質な、誠意のみられない方について、執行しているところでございます。ただ手順としましては、当然、督促手続、催告手続、あるいは徴収事務嘱託員等による臨戸訪問等、接触機会の確保を図った上で、それでもなお納付していただけない方について執行しております。

接触が不能な方とか、悪質な方というふうに、これはかねてからそう言われているのですが、実際は一生懸命働いてあるけれども、保険料まで捻出できないという方に対して、ご本人からすれば突然、差押えしますよという通知が来て、それでやむにやまれず役所に連絡をされるとか、あるいは私ども議員のところに相談されるとか、こういう方が実際おられます。払う意思がないかと言ったら、ほとんどおありなんです。実際に分割をお願いに行きますと、それで事が済むということに辛うじてなるんですけどね。

しかし、そういう連絡をするすべを持たない方、相談のすべを持たない方は、そういう中で実際に差押えになっていくという事例も、私はこの中には含まれているのではないかと思いますので、時間の関係がありますけど、そのあたりの方法について、また別な機会に当局のほうから資料などもお願いしたいと思います。それで収納率を上げるということだけでいくと、大変危ない状況になりはしないかというのを懸念しているわけですけれども。

先ほどのコールセンターですね。ご案内センター、これについてはテレマーケティング会社ということでしたが、具体的にどこに、委託ですか、請負になりますか。
　委託契約でございます。

市の担当課と委託業者との関係はどういう関係になっていますか。
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	月に一度、事業内容等の報告を受ける形になっておりまして、基本的には私どものほうで催告業務等をお願いしたい方々のリストを渡して、催告をやっていただくという形にしております。結果を月一回程度ミーティングを開いて、実績等の報告を受けております。

これも催告をするということでございますから、実情をその電話に対して当事者の方が説明しようとしても、それはあまり聞かれないのですね。

補足させていただきますと、基本的には初期滞納者といいまして、例えばうっかりミスであるとか、基本的には１月から３月以内の方で、うっかり口座へ入れ忘れましたとか、納付書を紛失しましたとか、本当に純粋なうっかりミスの方々が多いと思われます。

短期間の滞納者であっても、やはり親身な相談業務といいますか、こういう事情ですよというのを聞いて、そこで対応するということが必要だと思いますが、これについては、こういう案内センターのあり方は問題を生みはしないかと大変危惧をしているのですが、どうでしょうか。

コールセンターの業務につきましては、基本的には納付のお願い、あるいは口座振替の勧奨になっております。ただ、複雑な案件、あるいはご相談案件につきましては、区のほうに引き継ぐ形にしております。相談等の案件がある場合は、区にご連絡をとっていただきまして、今後の納付相談等につなげる形にしております。

次に資格証の件で、資格証の交付については、これも全国一多いと本市が言われてまいりましたが、短期証に切りかえるということで、資格証については減らす努力をしていただいてきたとは思うのですが、19年度当初と20年度当初で比べますと、資料によると若干増えているのですが、これはどういうことでしょうか。

19年度におきましても、20年度におきましても、３月末に保険証交付を行いますので、この段階で滞納状況等を把握した上で資格証明書を出すという形にしております。
ただ、これは年間、月ごとにばらつきがありまして、これは５月末で約12,000件ございますが、例えば現時点、夏場になりますと、納付交渉、納付相談、納付等がございますので、７月末で約11,000件ということで、 1,000件程度は、納付のお約束等で短期証等に切りかえているというのが実態でございます。
資格証の交付状況については、政令市の中でどうですか、全国一ですか。
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	19年の決算状況でご報告いたしますと、資格書の交付数は、福岡市は約15,000件でございます。一番多いのは横浜市が約34,000件でございます。

全国で、これは比率でも同様ですかね。たしか２番目ですか、今言われたので。

資格証の交付につきまして、国保世帯に対する割合でいきますと、福岡市は一番高く5.85％、あと千葉市、横浜市が約５％でございます。ただ、滞納世帯に対する構成でいきますと、一番高いのは横浜市で、約31％程度、福岡市は約29％程度でございます。

比率で言えば一番高いという状況で、保険証を持たない、交付されない世帯がそれだけ多いということですけども、これが10割負担になるわけですから、手おくれの方を生み出してしまうという悲しい実態を議会でも論議をしてまいりましたが、この中で奇しくも今日、朝日新聞でしたか、この新聞にも報道されていましたが、資格証交付世帯の子どもたちの実態ですね。学齢期も含めて、乳幼児も含めて、こういう子どもたちが相当数生み出されているという報道がされていました。これは大阪府で実態がある程度わかっているということもありますし、ほかの自治体でもそのあたりの調査が始まっていますが、本市の実態はどうですか。

件数でご説明いたします。まだ精査する必要がございますが、７月末の時点で、被保険者のうち 700名程度が中学生以下の学齢期の方ということでございます。

700人もの子どもたちが病院にかかりたくてもかかれないと、こういう実態ですね。これは資格証を発行されるときに、少なくとも子どもさんがいる世帯、あるいは高齢者の世帯、高齢者や被爆者の方など、こういう方には資格証の発行はだめだということになっているはずですが、今、新たに子どもたちの問題ですが、ここに何らかの配慮をするとかいうことは、これまでされてこなかったのですか。

資格証の交付につきましても法令に基づいてやっているわけですが、基本的にはこれは資格証をお出しする際には、通知等により、事情等をお聞きする方法を実施しております。

また、区役所の窓口、あるいは徴収事務嘱託員が訪問した際に事情をお聞きした上で今後の納付の約束、あるいは一部納付等で少しでも払っていこうという意思がおありの方については、資格証ではなく短期証へ切り替えを行っているところでございます。
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	それもいわゆる一般論なんですけど、子どもたちの具合が悪くなって保健室に行くと。学校の場合ね。病院にかからなければならない症状だということで、保健室の先生が病院に連れていこうと思っても、うちに保険証がないというのを子どもたちは知っている。それで病院に行きたがらないという実態も市内の学校からも報告を受けています。

こういう問題は放置できないと思うんですよ。親御さんの経済状況、ほとんどは払う意思がないことはないと思うんですけど、それによって子どもの医療を受ける権利まで実態として奪われている。これは直ちに少なくとも是正すべきではないかと思いますけれども、調査されているということだから、そこらへんは検討されてないでしょうか。

子どもさんがいらっしゃる、あるいはいらっしゃらない、高齢者の方がいらっしゃる、病人の方がいらっしゃる、いろんな事情があるかと思いますが、いわゆる資格証明書につきましては、負担の公平等の観点、あるいは収納の確保の観点でやっております。

ただ、先ほどの繰り返しとなりますけれども、納付約束あるいは交渉等で納付いただけるということであれば、短期証をお渡ししておりますので、区の窓口等でご相談いただければ、きちんとした対応をしたいと思っております。

なかなか親御さんも子育てしながら仕事をして、役所に足を運ぶ余裕もなかったり、役所からの通知を見る余裕がなかったり、様々だというのが実態ですね。それが最終的に子どもたちに及んでいくということは、私は直ちに改めていただきたいと思いますけれども、これは議会のほうでも議論していきたいと思いますが、協議会の場でもぜひ求めておきたいと思います。

それと最後のポイントというか、柱ですが、保険料についてですけれども、昨年度、相当この協議会でもご論議いただきましたが、19年度ではたしか年所得 200万円で３人世帯であれば、国保と介護分合わせて47万円の保険料ということだったと思いますが、19年度についてはそういうことでしたね。

そうでございます。

そうしますと、市の生活保護基準、これは同じ３人家族で幾らかというのは把握してありますか。

申しわけございません、手元に資料がございません。
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	私がいただいた資料によれば、年間の基準が約 250万円ですよ。先ほど200万所得の世帯で47万円、２割以上の保険料を払っていると。生活保護基準は 250万円。生活保護基準は、憲法25条に基づいて必要最低限ということで設定を国はしていると思うんですが、明らかにこれを下回っているという実態ではないでしょうか。そうすると、これは憲法25条違反の保険料が取られているということになりはしませんか。見解を伺いたい。

保険料の算定に当たりましては、国民健康保険法等関係法令に基づきおこなっております。まず歳出として総医療費を見込み、財源として、国、県からの補助金、一般会計からの繰入等の歳入を除いたものを賦課総額として算定しております。これを先ほどご説明しました所得割等々で割り振った形で算定をしておりまして、基本的に算定基準どおりにやっております。

算定基準自体が大変ひどい基準になっているという実態が、本市の場合、重くのしかかっているのではないかと思うんですね。先ほど収納率が９割を下回ると国がペナルティを課して交付金を減らすというご説明をいただきましたけど、そもそも高い保険料で払えない方が増えていく。そして収納率が下がれば交付金も減らされる。そうやって減らされた分が保険料を納めてある方の保険料に転嫁されていく。転嫁されるのは災害などの事情で保険料を減免されている、この減免した分もほかの方に転嫁する。こういうやり方で悪循環を繰り返しているということも、昨年、私も傍聴しましたが、この協議会の中でも明らかになったと思うのですけれども、そういう実態の中で、この高過ぎるというところにメスを入れなければ根本問題は解決しないのではないかと思うのですが、今年度、20年度については、先ほど所得割について若干引き下げがあっているというご説明でしたが、大体保険料はどのくらい下がることになるのか。そして、そのことによって全世帯が下がるのか、そのあたりの変化をお聞かせいただきたい。
まず、保険料の負担の増減の話でございます。委員のいわれた所得割算定基礎額200万、所得233万の３人世帯という例でおきますと、介護分を含んだ保険料は経過措置による負担緩和措置があるため 459,200円となります。負担緩和措置による軽減がない場合は、469,600円です。

また、20年度に国民健康保険料が賦課された世帯が約 215,000世帯ございます。このうち所得割がかかる世帯が約 112,000世帯。所得割がかからない世帯が約 103,000世帯ございます。そういうことで所得割がかかる世帯約 112,000世帯につきましては、経過措置がなければ下がる世帯。所得割がかからない約 103,000世帯につきましては前年度と変わらないこととなります。
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	112,000世帯が保険料は引き下がることになったということですね。約半分の世帯だということですが、昨今、この保険料が引き下がるということは珍しいことではないかと思うのですが、それなりに努力をしていただいたのですかね。昨年、引き下げてほしいという願いが市当局にも請願署名などの形で出されておりますが、そのあたりを踏まえて努力していただいたのかどうか、運営協議会でも附帯意見がつきました。そのあたりについて教えてください。

　

まず、委員が本市の保険料の額が、日本一高いと指摘されておりますが、20年度の医療分、支援分の本市の保険料は政令市の中では７番目の高さになっています。

今回の医療制度改革により、大幅な引き上げを行っている都市があります。

保険料について下げる努力をしたのかということでございますが、医療制度改革により、退職者医療が原則廃止となり、退職被保険者が一般被保険者へ移行するということで、収入が高い方が入られれば料率は下がってまいります。

では特段努力はしなかったということですか。

それは決算書でも上げておりますけれども、一般会計からの繰入の比較をいたしますと、19年度当初予算において一人当たり41,000円程度であったものが、20年度においては一人当たり49,000円ということで予算化しているという点では、私どもとしては十分努力しているというふうに考えております。

では、あと二、三点で終わりますが、今、言われた退職者が入ってこられるということで、若干その点では全体は楽になるのですね。そういう中で今回の引き下げが及ぶのは約半数の世帯で、一定の所得がある方のみですね。所得がない方については、ここが一番きつい思いをしてあるところなのですが、ここが所得割が引き下がっても影響がないから保険料はそのままということになっているわけだと思うんです。このあたりが先ほどの滞納率の答弁からしても高過ぎる保険料を引き下げるという努力を当局にしていただかなければ、大変悲しい事態をさらに生み出していくことになると思っております。

やはり一つのキーワードは、今、課長が言われましたが、もちろん国からの交付金、これを減らし続けてきた国のやり方を改めてもらわないといけないと思うんですが、本市としては一般会計からの繰入をさらに増やしていただくということしか近道はないと思うんです。このことについて、来年度保険料、これから作業にかかられると思うんですが、これを踏まえて繰入を増やしていただくという努力がぜひ必要だと思うんですけれども、いかがでしょうか。
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	繰入金のお話でございます。参考資料の10ページに入れておりますけれども、政令市の一般会計の繰入状況でございます。上に本市の一般会計の繰入額について上げております。一人当たりの繰入額でございますが、18年度40,066円に対しまして、19年度が42,584円ということで、これは下の政令市の中で第３番目に高い額でございます。

ただ、福岡市の国保に加入してある方というのは約30％でございます。ほかの方は政管健保や組合健保などについては、市費を投入しているわけではございません。国保については高齢者が多いとか、低所得者が多いということで、現在、繰入を行っておるわけでございますが、これを大幅に増やしていくということについては、やはり市民のご理解を得ながらやっていかざるを得ないと考えております。

特に今回の医療制度改革によりまして、65歳から74歳の方については前期高齢者として位置付けられ、その偏在による国保・被用者保険間の医療費負担の不均衡を各保険者の加入者数に応じて調整する仕組みが取られています。そういった中でさらに一般会計からの繰入を増やして市税を投入していくというのは、慎重にやらざるを得ないというふうに考えております。

それこそ税金の使い方の問題になってくるわけですが、本当に保険料を払いたくても払えないという方々には、社会全体でフォローをしていく。払えないことによって保険証を奪われ、病院にもかかれない。助かる命も助からない。それが子どもにも広がっているという時代の中で、ここに税金を入れていくことについて、市民に真正面から問うていただきたい。これに反対する市民がどのくらいいるのか。

総理大臣が突然やめるという状況ですけど、これについては昨今の医療制度の改悪についての厳しい批判も一因として、私はあると思います。こういう冷たい医療行政を改めるということこそ求められていて、本市においても引き続き、全国一実態としては高い。こういう保険料を早急に引き下げる努力を、市当局としてやっていただきたいと思います。この場で強く求めて、見解があればお答えいただいて終わりたいと思います。

それでは、ほかに質問等はありませんでしょうか。

すみません。それでは一委員として。今日お配りいただいた会議資料の13ページ、特定健診と特定保健指導の実施状況についての資料ですが、⑶のところに、今後の実施計画が載っています。そこに注として※がついて、「平成24年度以降、目標達成状況に応じ、国からペナルティが課される」と書いてありますけど、これはやや不正確かなと思います。
健診を頑張らないと確かに支援金が最大で10％増えるんですね。健診を頑張るとマイナス10％になるはずなので。逆に最初からペナルティが課されるというのは、やや敗北主義ではないかなと。ぜひ頑張っていただきたい。支援金の額が減る方向でぜひ頑張っていただきたいので、この注はちょっと不正確かなと思います。
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	ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。

ほかにご質問もないようでございますので、本日の議題は以上としたいと思います。最後に今後の審議日程につきまして、事務局から説明をお願いいたします。

今後の審議日程でございますが、会議資料の15ページに記載させていただいております。次回の協議会は年が明けまして、来年１月に平成21年度の国民健康保険料についての審議をお願いすることとなります。さらに会長・副会長には市長への答申をお願いする予定となっておりますので、よろしくお願いいたします。

以上でございます。
ありがとうございました。ただいまお聞きのように会議の次回の具体的な日程につきましては、事務局と相談して決定をいたしまして、今年12月中には皆様にお知らせをしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

それでは長時間にわたりまして、熱心なご審議、どうもありがとうございました。本日の協議会はこれをもって終了とさせていただきます。ご協力、どうもありがとうございました。
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